契約法

1 合意と契約の違いについて

合意と契約
合意…当事者が交わした約束、すなわち自らが拘束されるという意思。
契約…単なる約束でなく、民法が定める法律上の制度であり、合意に法的拘束力が与えられたもの。
　　　　Ex.「国家権力を使って強制的に約束の内容を実現したり、あるいはそれと同じ状態をもたらすのに必要な金銭を賠償として取ることが出来る。」

　　契約の拘束力
　　　まず、日本民法では、無償の約束でも合意だけで直ちに契約としての拘束を獲得するという原則がとられている。また、当事者の約束ないし合意という事実があった下で、約束をする当事者により多くの効用を手に入れさせることができる。

　　契約と意思表示
　　　法律の世界で問題とする意思は、外部に表明された意思、すなわち意思表示であり、民法は、どのような意思表示が有効であり、その効力の発生時期はいつか、といった問題について詳しい規定を置いた。

　　全ての合意が契約なのではなく、全ての契約に合意があるのではない
　　　デートの約束をしていて相手が来なかった等、社会一般の認識として、裁判所や国家権力が出る幕ではないことがある。（全ての合意が契約なのではない）

「電車やバスへの乗車、アパートの賃貸借契約、宅配便の契約等、相手方当事者の作成した契約条件をそのまま飲むか、契約しないかの自由しかない契約がある。」（全ての契約に合意があるのではない）

契約の自由の原則について
　　　「契約については、当事者が自由にその内容を定めることができ、契約をするかどうか、誰と契約をするかも自由に決められる。」


2　「徳義上の約束」と「法律上の約束」の違い

徳義上の約束…人々の道徳観念あるいは倫理観にしか強制の契機を見出すことの出来ない約束のこと
　　　　　　　
法律上の約束…「法的拘束力」を備えたもの
　　　　法的拘束力とは
　　　　　相手方が約束を守らない場合にとり得る法的手段；
裁判所による履行の強制、損害賠償請求

どのように区別するか
※法律上の「有効/無効」ではない

客観説
　 「たとい近代法が個々の人間の私的意思の自由の上に基礎づけられているとは言え、法は社会的な制度であるから、単純に個人的な・全く社会的意義を欠くところの私的意思が法の承認・保護をうけないのは当然である。したがって、裁判所でとり上げる価値のない、その社会において好意・礼儀・道徳の秩序においてしかとり上げられるに値しないような約束は、たとい当事者に法的債権発生の意思…があったとしても、法的債権関係を発生せしめないものと言わねばならない」

主観説
　 「法律上の契約とそれ以外の約束とは、給付の内容が客観的に法律上の保護に値するか否かによつて区別すべきではなくて、もつぱら、個々の場合における契約当事者の意思によつて、即ち、契約当事者双方の意思が法的拘束を受けようとする点で一致しているか否かによつて決すべきである」
　「当事者が一定の約束につき法的拘束力を生ぜしめようとする意思を有する場合に、かかる意思を以て、単純に個人的な・全く社会的意義を缺くところの私的意思と見ることは果たして妥当であろうか。私的自治に基礎をおく近代法の立場からすれば、法的拘束力を生ぜしめようとする意思はそれだけで十分に社会的意義をもつものというべきではなかろうか」



3　約束と契約

約束と契約
約束のすべてが契約ではない。約束が契約になるのは、約束をした者に債務を負う意志があったかどうかで、法的によって保護すべきか判断される。また、裁判所がその約束を果たすよう命じる必要がある。しかし、売買の約束のような有償の約束の場合、約束を強制でき、契約と認められる場合がある。

有償契約→一方の出費や義務に対し、他方がみあった対価をあたえている契約
無償契約→一方の出費や義務に対し、他方がみあった対価をあたえていない契約

契約として認められない場合
1. 契約内容が反社会的であるとき
1. 契約内容の実現が不可能で確定していない
1. 契約に十分に対応する真意を欠いている
1. 契約した者が、契約について判断する能力がなかった

①において、契約の内容が殺人などの命の売買を目的とする反社会的行為だった場合
→この目的が不法な動機であると知っているとき、法律の世界では公序良俗違反となる。契約に合意があったとしても、内容が反社会的である限り、契約効力は認められない。

③において、民法の中で、契約の効力を認めない、錯誤、詐欺、脅迫など５つのタイプをおいて、効力を認めない「無効」と契約自体が無効になる「取り消し」をおいている。

※人命救助と契約
日本には、例外を除き、一般人による人命救助に必ずすべき法律上の義務はなく、人命救助の契約は成立しないという見解がある。しかし、交渉の余地がないとき、救助行為に対し適法行為として、費用の償還請求が認められている。
また、救助活動中に亡くなった場合の被救助者への損害賠償請求は疑問視されている。公的災害補償制度によって、このことが問題を顕在化させていない。




4　典型契約規定

典型契約とは
　商法その他の法律に規定が置かれた契約や、法律に規定がなくても内容が慣行上決まっている契約のような典型性を持っている契約

典型契約規定の役割についてこれまでの学説　
　 当事者が締結した契約の内容に曖昧なところがあれば、典型契約の規定で契約の中身を明確にすることができる

　　　しかし

典型契約規定は基本的に任意規定であるため、当事者がそれと違った取り決めをすると意味がなくなってしまう。

典型契約規定の意義

考え方①
　 実際上の意味はあまりなく、消費者契約のように当事者の交渉力の不均衡などのために契約自由の原則が実質的に機能しないところではじめて反強行法としての意味がある。
考え方②
　 典型契約規定は契約自由の前で無意味になるものではなくて、むしろ契約自由を支援するもの。

５　(1)消費貸借・使用貸借・賃貸借について

►消費貸借
(民法第587条)　消費賃借は、当事者の一方が種類、品質及び数量の同じ物をもって返還することを約して相手方から金銭その他の物を受け取ることによって、その効力を生ずる。
　消費貸借は、借主が借りた物の所有権を取得してそれを消費することができるのに対して、他の二つは、借り主が借りた物を一定期間保管して使用することができるだけである。

消費貸借の法的性質
　消費貸借は、借主が実際に目的物を受け取ることによって成立する要物契約であり、貸主は貸す債務を負わず、借主だけが返還債務を負う。(これを片務契約という）

消費貸借の要件
　 代替物：消費貸借は、借主が「種類、品質および数量の同じ物」を返還する債務を負うから、金銭その他の代替物がその対象となる。
　 要物性：消費貸借は要物契約であるから、借主が実際に金銭その他の代替物を受け取ったときに成立する。

消費貸借の効力
　 貸主の義務一般：消費貸借は要物契約であるから、貸主は、目的物を借主に引き渡した後は、何ら債務を負わない。
　 借主の義務一般：借主は、貸主から交付を受けた物と種類、品質および数量の同じ物を返還しなければならない。ただし、それができなくなったときは、その時における物の価額を償還しなければならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

消費貸借の終了
　 借主からの返還：借主は、返還時期の定めの有無に関わらず、いつでも返還することができる。
　 貸主からの返還請求
①返還時期の定めがある場合は、貸主は、借主が期限の利益を放棄もしくは喪失しない限り、期限が到来するまでは返還の勧告をすることができない。
（期限の利益とは、期限が到来しないことによって当事者が受ける利益のことをいう）
②返還期限の定めがない場合は、貸主は、相当の期間を定めて返還の催告をすることができる。なお、貸主の定めた期間が相当でない勧告や、期間を定めずに行った勧告も、勧告の時から支払いの準備に相当の期間が経過すれば有効となる。

►使用貸借
（民法第593条）使用貸借は、当事者の一方が無償で使用及び収益をした後に返還をすることを約して相手方からあるものを受け取ることによって、その効力を生ずる。

使用貸借の法的性質
　使用貸借は、借主が実際に目的物を受け取ることによって成立する要物契約であるから、貸主は貸す債務を負わず、借主だけが返還債務を負う片務契約である。また、借主は使用収益の対価を支払わないので、無償契約である。

使用貸借の要件
　要物性：使用貸借は、借主が物を受け取ることによって成立する。
　無償性：借主は、使用収益に対価(賃料)を支払う必要はない。

使用貸借の効力
　貸主の義務：①使用収益を許容する義務　②担保責任
　借主の権利・義務：①使用収益権　②目的物の保管義務　③目的物の返還義務

使用貸借の終了
　期間の満了・目的達成
1 還時期の定めがある場合、期間の満了によって使用貸借は終了し、借主は借用物を返還しなければならない。　
2 還時期の定めがないが使用収益の目的を定めた場合、契約に定めた目的に従った使用及び収益を終わった時に使用貸借は終了し、借主は目的物を返還しなければならない。
　貸主の告知
1 契約に返還時期の定めはないが使用収益の目的を定めた場合は、その使用および収益を終わる前であっても、使用および収益をするのに足りる期間を経過したときは、貸主は、解約申入れにより契約を終了させて、目的の返還を請求することができる。
②  当事者が返還の時期ならびに使用および収益の目的を定めてなかった場合は、貸主は、いつでも解約の申入れにより契約を終了させて、目的物の返還を請求(告知)することができる。　
　借主の死亡：使用貸借は、借主の死亡によって、その効力を失う。従って、相続人は、使用貸借の借主の地位を相続することはできない。

►賃貸借
（民法第601条）賃貸借は、当事者の一方がある物の使用及び収益を相手方にさせることを約し、相手方がこれに対してその賃料を支払うことを約すことによって、その効力を生ずる。

賃貸借の法的性質
　賃貸借は、物を使用させることを約束することによって成立する諾成・不様式の契約である。また、賃借人は対価としての賃料を支払う義務を負うことから、有償・双務契約である。

賃貸借の成立
　賃貸借の合意：賃貸借は、賃貸人の物の使用・収益をさせるという意思表示と、これに対する賃借人の賃料を支払うという意思表示の合致により成立する。
　敷金：敷金とは、契約期間中に、賃借人から賃貸人に負担する賃料債務その他一切の債務の担保のために差し入れられた金銭であり、契約期間終了後に賃借人の債務を控除して、その残額が返還されるものをいう。


　賃貸借の対象：賃貸借の対象は物であるから、動産でも不動産でもよい。
　賃貸借の存続期間の制限：①存続期間は、20年を超えることができない。また、契約でこれより長い期間を定めたときであっても、その期間は20年とされる。　②賃貸借の存続期間は、更新することができるが、その期間は、更新の時から20年を超えることはできない。


賃貸借の効力
　賃貸人の権利・義務：①使用・収益させる義務　②賃貸物の使用および収益に必要な修繕する義務　③費用償還義務　④担保責任

③の費用償還義務の対象には、必要費と有益費都がある。必要費とは、単に目的物自体の現状を維持し、または目的物自体の原状を回復する費用に限定されず、通常の用法に適する状態において目的物を保存するために支出した費用をいう。有益費とは、賃借物の改良のために費やし、それによってその客観的価値を増すもののほか、賃借物以外のものに加えた改良によって賃借物の価値を増加させる場合の費用をいう。

　賃借人の権利・義務：①賃料支払義務　②賃借物の保管義務　③通知義務　④賃借物返還義務

③の通知義務とは、賃借物が修繕を要し、または賃借物について利益を主張する者があるときは、賃貸人がすでにこれを知っている場合を除き、賃借人は、遅滞なくその旨を賃貸人に通知しなければならないという義務である。

賃貸借の終了
　 期間が終了した場合：期間の定めがある場合、更新がない限り、契約で定めた期間の満了により終了する。
　 期間を定めなかった場合：当事者が賃貸借の期間を定めなかった場合は、各当事者は、いつでも解約の申入れをすることができる。この場合においては、以下の賃貸借は、解約の申入れの日からそれぞれ一定の期間を経過することによって終了する

　①土地の賃貸借…１年
　②建物の賃貸借…３か月
　③動産および貸席の賃貸借…１日
　
また、当事者が賃貸借の期間を定めた場合であっても、その一方または双方が、その期間内に解約する権利を留保したしたときは、民法617条の規定により、解約の申入れをすることができる。


賃貸借契約の解除
　賃借人からの解除：賃借人からの解除事由には、賃借人の意思に反する保存行為、減収による解除、賃借物の一部減失による解除などの場合がある。


　賃貸人からの解除：賃貸人からの解除事由には、賃借人の賃貸権の無断譲渡・転貸による解除、賃借人の債務不履行による解除などの場合がある。

5　(2) 雇用契約と請負契約と委任契約

雇用・請負・委任
他人を使用するための契約

雇用契約
　労働者が使用者に対して使用者の定めた条件で労務に対する報酬の支払いを約束することで成立する。諾成契約にあたり、契約内容の簡単な書面による確認が必要。

請負・委任とは仕事の時間に対して、仕事が終わった後に報酬が支払われるという点で相違する。

請負契約
　「請負人が『仕事の完成』を約束し、注文者が”仕事の完成“に対して報酬を与える約束をすることで成立する」。
　Ex.不動産の請負人と注文者

　双務・有償・諾成契約にあたり、当事者の合意のみで成立する。
　雇用・委任とは仕事の結果に対して報酬が支払われるという点で相違する。

委任契約
　委任者が法律行為を受任者に委託し、受任者が承諾することで成立する。
　Ex.転勤のために空いてしまう家を賃貸することを、他の人に任せる

　「報酬の支払が要件ではないため,原則的には、片務・無償・諾成契約である。ただし、報酬支払の約束も可能で（648条）,この場合には,双務・有償契約となる。」
　雇用・請負とは受任者の自由な判断に委ねて事務処理を行わせ、必ずしも報酬の支払が契約の要件ではないという点で相違する。
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